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Ⅰ．背景 

ＭＥ機器は院外での修理が必要となったとき、

使用現場では困り、ME はその代替器の準備であ

ったり、代替器の使用方法の説明などの対応を求

められる。また、医療機器の立会い規制や無償貸

し出しの禁止が発令された現在では、院外修理期

間が長くなるほど、コストが増加しさらに、代替

器の準備など我々の業務量の増加に繋がる。 

 

Ⅱ．目的 

院外修理の長期化によるコスト増の回避と代

替器の使用では機器に不慣れな看護師が扱いに

くい、使い方を間違えるなどの使用現場のストレ

ス軽減のために院外修理期間の短縮を検討した。

また、ＭＥ機器購入時にＭＥが持っている院外修

理期間を情報提供し機器の選定に役立てること

ができる。 

Ⅲ．対象 

対象となる機器は、超音波双方向血流計  

ハントレーヘルスケア社製Ｄ９００Ｐ（図 1: 

６台）と超音波双方向血流計 林電気社製Ｅ

Ｓ－１００Ｖ３（図 2：１７台）。 
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Ⅳ．方法 

当院の修理記録などの保守管理データを見返

し、修理依頼した業者または代理店によっての

院外修理期間を算出する。一例として、当院の

超音波双方向血流計の修理依頼先別の修理期

間を報告する。機種別の取扱メーカーおよび業

者は次ぎの通りで、ハントレーヘルスケア社製

Ｄ９００ＰはＡ社、林電気社製ＥＳ－１００Ｖ

３はＢ社とＣ社の２社より購入している。 

院外修理が必要となったときに同機能の超音

波双方向血流計はそれぞれＡ，Ｂ、Ｃの３つの

業者または代理店に修理依頼される。そして修

理が完了して病院に返却されるまでの時間を

短縮することによって、コスト増の回避と我々

の業務負担を軽減したいと考える。 

 

当院のシステム管理は図 3 のようにファイル

メーカを使用して管理している。修理を行った

機器は修理台帳に入力する。まず、新規のボタ

ンを押し、次に修理の区分が院内修理かメーカ

ーによる院外修理かを選び、故障した機器の機

器 No.を入力する。機器 No.を入力すると機器

名称・型式・製造番号が自動で入力され、次に

配置部署と入力者名を入力する。修理受付日は

入力した日付が自動入力され、修理完了日は機

器が返却された日に入力している。故障の発生
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区分が使用中か使用前・使用後の点検時か使用

中の点検時か、または定期点検時かを入力する。

故障状況は機器の故障時の状況や原因など使

用できない理由を入力する。故障理由は断線・

破損・動作不良などに分類して入力する。修理

完了後に修理内容を入力して管理している。 
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Ⅴ．結果 

同機能の機器の修理期間は表１の通りで、そ

れぞれＡ社 18.5 日でＢ社は 12.3 日でＣ社は

8.3 日という結果が出た。このように修理依頼

先によって、返却までの期間に大きく差がある

ことがわかった。 

Ａ社 18.5 日 

Ｂ社 12.3 日 

Ｃ社 8.3 日 

 

表 1 

Ⅵ．結語 

同機能のＭＥ機器で同様の修理内容でも修

理・返却依頼先によって病院へ返却される期間

に差があった。機器購入の際、修理依頼先によ

っての修理期間が異なる現状把握は、ＭＥの保

守管理から算出されるデータである。修理・保

守管理のデータを分析し、利用することは不要

なコスト増を防ぎ、看護師等の、ＭＥ機器使用

環境のストレス軽減に繋がると考える。 

 


